
別表１ 

整備区分及び整備内容 

整備区分 整備内容 

創設 新たに施設を整備すること。 

改修型創設 
既存建物の躯体工事に及ばない改修工事(壁撤去等)により、施設を整備するこ

と。 

増築 既存施設の定員を増加するための整備を行うこと。 

改築 
既存施設の定員を原則減員しないで、既存施設を取り壊して改築整備を行うこと

（移転改築、一部改築を含む。） 

ユニット化改修 
既存のユニット型以外の施設をユニット型個室に転換するため、居住環境等の改

善整備を行うこと。 

大規模改修 既存施設の躯体工事に及ばない別表２の内容の工事を行うこと。 

大規模改修 

（空調設備更新） 

前回の大規模改修補助からの経過期間が１０年未満の施設において、法定耐用年

数を超えた空調設備を更新する工事を行うこと。 

一時移転型改良工事 全面的な改築に当たらない別表３の内容の工事を行うこと。 

看取り対応改修 看取り及び家族宿泊のためのスペースを確保する改修を行うこと。 

増床型改修 
既存施設の定員を増員するために躯体工事に及ばない改修工事により施設を整備

すること。 

（注１） 東京都内（八王子市を除く区域）で整備する事業を対象とする。ただし、看取り対応改修について

は、八王子市を含めた東京都内の全区域で整備する事業を対象とする。また、看取り対応改修につい

ては、ターミナルケア加算を既に届出済み、あるいは、今後、届出予定の施設を対象とする。 

（注２） 大規模改修及び大規模改修（空調設備更新）については、民間法人が所有する建物（国又は地方公

共団体が設置する施設（地方自治法第２４４条の２第３項の規定により指定管理者が管理するものを

含む。）を除く。）についてのみ対象とする。 

（注３） 改修型創設及び増床型改修については、東京都補助金等交付規則第２４条に規定する財産処分の制

限が適用されている建物を改修する場合は、補助対象としないものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



別表２ 

大規模改修における対象工事 

区分 内容 

（１）施設の一部改修  経年劣化により使用に耐えなくなり、改修が必要となった浴室、

食堂等の改修工事や外壁、屋上等の防水工事等施設の改修工事 

（２）施設の付帯設備の改修  経年劣化により使用に耐えなくなり、改修が必要となった給排水

設備、電気設備、ガス設備、冷暖房設備、消防用設備等付帯設備の

改造工事 

（３）施設の模様替え ① 入所者の生活環境の改善を目的として行う療養室、浴室、食堂

等の内部改修工事 

 ② 療養室と避難経路（バルコニー）等との段差の解消を図る工事

や自力避難が困難な者の療養室を避難階へ移すための改修等防災

対策に配慮した施設の内部改修工事 

（４）環境上の条件等により必要となっ

た施設の一部改修 

① 活火山周辺の降灰地域等における施設の換気設備整備等工事や

窓枠改良工事等 

 ② アスベストの処理工事及びその後の復旧等に関連する改修工事 

（５）消防法、建築基準法等関係法令の改

正により、新たにその規定に適合さ

せるために必要となる改修 

 消防法設備等（スプリンクラー設備等を除く。）について、消防法

令等が改正されたことに伴い、新たに必要となる設備の整備 

（６）土砂災害等に備えた施設の一部改

修等 

① 土砂災害等危険区域に設置されている施設の防災対策上、必要

な補強改修工事や設備の整備等 

 ② 緊急災害時用の自家発電設備の整備 

※ （１）、（２）及び（３）①については、以下のとおり条件を設ける。 

・ 過去に本要綱に基づく補助金（ユニット化改修は除く。）及び都の「特別養護老人ホーム等看取り対応改

修費補助事業補助要綱」に基づく区市町村の補助金を受けて行った工事の該当箇所については、当該工事

の竣工後１０年以上経過している場合のみ対象とする。 

・ 区市町村から譲渡を受けた建物については、譲渡後１０年以上経過している場合のみ対象とする。 

・ なお、上記に関わらず、創設、改修型創設、転換創設又は補助金を受けて行った大規模改修（ただし、

別表２（１）、（２）及び（３）①に限る）竣工後１０年を経過していない施設は、対象外とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表３ 

 一時移転型改良工事における対象工事等 

区分 内容 

一時移転型改良工事  建物構造を残しつつ、建物全体に対して行う間仕切り壁やクロス等の内装、給

排水設備や電気設備、外壁等の改良工事（入所者全員の一時移転等が必要な工事

規模に限る。）。 

・躯体の解体を含む工事の場合は、別表１に規定する「改築」の対象とする。 

・入所者の一時移転等を伴わない規模の工事であれば、別表１に規定する「大規

模改修」の対象とする。 

・別紙補助条件７の規定する財産の処分制限期間については、創設と同様の期間

とする。 

  

 ※ 一時移転型改良工事は、創設、改築又は直近の一時移転型改良工事から概ね３０年程度経過し、老朽度調

査により主要部の仕上げ及び設備が老朽化しているものに限る。 

 ※ 「一時移転等」には、当該施設を休止し、当該施設内に入所者がいない状況で実施する場合を含む。 

※ 区市町村が設置する施設の建物及び区市町村から譲渡を受けて１０年未満の施設の建物も対象とする。 

 

 

別表４ 

補助基準額 

１ 基準額 
２ 対象経費 ３補助率 

大
規
模
改
修
及
び
看
取
り
対
応
改
修
以
外 

島しょ以外の地域 島しょ地域 

別表５及び別表８に

定めるところにより算

定した額に、別表１０

に定める促進係数を乗

じて得た額に、別表９

に定めるところにより

算定した額を加えた額 

別表５、別表８及

び別表９に定める

ところにより算定

した額に、別表１１

に定める島しょ工

事費指数を乗じて

得た額 

施設の整備に必要な工事費又は工

事請負費及び工事事務費（工事施工の

ために直接必要な事務に要する費用

であって、旅費、消耗品費、通信運搬

費、印刷製本費及び設計監理料等をい

い、その額は、工事費又は工事請負費

の２．６パーセント相当の額を限度と

する。） 

10/10 

大規模 

改修 
１件当たり１９０，７２０千円 

同上 

１/２ 

大規模 

改修 

（空調設

備更新） 

１件あたり７０，０００千円 １/２ 

看取り対

応改修 
１件当たり４，５００千円 10/10 

  ※ 一時移転型改良工事については、併設加算は適用しない。 

 



別表５ 

類型、基準単価及び算定単位 

整備区分 類型 基準単価 算定単位 

創設 

ユニット型 ５，０００千円 

整備床数 

 

従来型個室 ４，５００千円 

多床室 ４，０５０千円 

改修型創設 

ユニット型 ３，７５０千円 

従来型個室 ３，３７５千円 

多床室 ３，０３７千円 

増築 

ユニット型 ５，０００千円 

従来型個室 ４，５００千円 

多床室 ４，０５０千円 

改築 

ユニット型 ６，０００千円 

従来型個室 ５，４００千円 

多床室 ４，８６０千円 

ユニット化改修 
多床室からユニット型個室への改修 ２，５００千円 

従来型個室からユニット型個室への改修 １，２５０千円 

増床型改修 

ユニット型 ２，５００千円 

従来型個室 ２，２５０千円 

多床室 ２，０２５千円 

一時移転型 

改良工事 

ユニット型 ３，７５０千円 

従来型個室 ３，３７５千円 

多床室 ３，０３７千円 

（注）１ 「整備床数」とは、整備する介護老人保健施設の入所定員数をいう。 

 ※ 本要綱の規定による一時移転型改良工事の事業開始時点において、東京都介護老人保健施設の人員、施

設及び設備並びに運営の基準に関する条例（以下「条例」という。）附則（平成２４年東京都条例第４２号）

に規定する経過措置が適用されている施設が、工事完了後も本要綱適用時点の条例の基準に適合させず経

過措置の適用とする施設の場合は、一時移転型改良工事の基準単価から８００，０００円を減じた額とす

る。 

 

 

別表６ 

デジタル介護機器等コンサルティング等経費単価 

１ 基準額 ２ 対象経費 ３補助率 

１施設あたり２，０００千円 

（併設施設がある場合も１施設とする。） 

デジタル介護機器、次世代介護機

器、介護の周辺業務機器等の介護業

務支援システムの選定・活用に関す

るコンサルティング等経費 

３/４ 

※ 補助対象期間は、事業開始年度の初回の内示を行った日から当該施設開設後６か月までとする。 



別表７ 

補助金の交付時期 

区分 
第１回 第２回 

交付時期 交付額 交付時期 交付額 

年度補助額

が１億円以

上の場合で

特に請求が

あった場合 

工事出来高（前年度

以前からの継続事

業の場合、当該年度

以前の各年度分を

含む。）が契約額の

３０％以上に達し

たとき。 

補助額（前年度以前からの継続事業

の場合、前年度以前の各年度の確定

額と当該年度の交付決定額の合計

額）に工事出来高（前年度以前から

の継続事業の場合、当該年度以前の

各年度分を含む。）を乗じ、さらに

０．９を乗じて得た額（前年度以前

からの継続事業の場合、前年度以前

の補助額を控除した額）の範囲内で

千円未満を切り捨てた額 

補助事業が完了し

たとき。 

補助額から当

該年度におけ

る既支出額を

控除した額 

上記以外の

場合 

補助事業が完了し

たとき。 

補助額全額 
－ － 

（注） 補助事業の遂行上、特に必要があると認めたときは、交付回数及び交付時期を変更することがある。

ただし、その場合における交付額は、上記に準じて算出した額とする。 

 

別表８ 

併設加算単価 

併設するサービス（事業所） 単価への加算額 算定単位 

認知症高齢者グループホーム ５００，０００円 

整備床数 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 ３５０，０００円 

小規模多機能型居宅介護事業所 ３００，０００円 

認知症対応型デイサービスセンター １００，０００円 

介護予防拠点 ７５，０００円 

訪問看護ステーション ９０，０００円 

夜間対応型訪問介護事業所 ５０，０００円 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ５０，０００円 

地域包括支援センター １０，０００円 

（注）１ 併設加算に係る単価の合計額は、５００千円を上限とする。ただし、併設するサービス（事業所）

に認知症高齢者グループホームを含む場合に限り、７００千円を上限とする。 

２ 床数は１００床を上限とする。 

３ 訪問看護ステーションの併設加算については、次の（１）に掲げる額と（２）に掲げる額とを 

比較して、少ない方の額とする。 

（１） 単価への加算額９０，０００円に、整備床数と別表１０に定める促進係数を乗じた額 

（２） ５０，０００円に、整備床数と別表１０に定める促進係数を乗じ、さらに４，０００千円 

を加えた額  



別表９ 

物価調整額 

整備区分 類型 物価調整額 算定単位 

創設 

ユニット型 ６，１１０千円 

整備床数 

従来型個室 ５，５１０千円 

多床室 ４，９５０千円 

改修型創設 

ユニット型 ４，５９０千円 

従来型個室 ４，１２５千円 

多床室 ３，７１３千円 

増築 

ユニット型 ６，１１０千円 

従来型個室 ５，５１０千円 

多床室 ４，９５０千円 

改築 

ユニット型 ７，３４０千円 

従来型個室 ６，６１０千円 

多床室 ５，９５０千円 

ユニット化改修 
多床室からユニット型個室への改修 ３，０５０千円 

従来型個室からユニット型個室への改修 １，５２０千円 

増床型改修 

ユニット型 ３，０５０千円 

従来型個室 ２，７５０千円 

多床室 ２，４７５千円 

一時移転型改良工事 

ユニット型 ４，５９０千円 

従来型個室 ４，１２５千円 

多床室 ３，７１３千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１０ 

促進係数 

対象整備区分 
整備率別促進係数（島しょを除く） 

整備率 促進係数 

創設、 

改修型創設、 

増築、 

増床型改修 

０．５０％未満 １．５０ 

０．５０％以上０．６０％未満 １．４０ 

０．６０％以上０．７０％未満 １．３０ 

０．７０％以上０．８５％未満 １．２０ 

０．８５％以上１．００％未満 １．１０ 

１．００％以上 １．００ 

（注１）整備率は、施設を整備する区市町村における「補助年度の前々年度末における介護老人保健施設の竣

工施設定員数」を「補助年度の前々年度における１月の住民基本台帳による６５歳以上高齢者人口」で

除して算出するものとし、別に定める。 

（注２）ただし、老人福祉圏域単位の促進係数が区市町村単位の促進係数を上回る場合には、老人福祉圏域単

位の促進係数を適用する。 

（注３）施設を整備する区市町村における令和１２年度末（令和１３年３月３１日）の介護老人保健施設の竣

工施設定員見込数を令和１２年度における第一号被保険者の見込数（当該区市町村が第９期介護保険事

業計画において定めた数とする。）で除して算出する整備率が０．６０％未満の場合、上記促進係数に

０．３を上乗せする。 

 

 

別表１１ 

島しょ工事費指数 

場 所 指 数 

大島 １．２５ 

利島 １．６０ 

新島 １．４０ 

式根島 

１．４５ 神津島 

三宅島 

御蔵島 １．６０ 

八丈島 １．５０ 

小笠原 父島 １．８５ 

小笠原 母島 １．９０ 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１２ 

１ 不動産及びその従物 

財 産 名 期 間 

建物 

鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造 

レンガ造、石造又はブロック造 

鉄骨造（骨格材肉厚 ４mmを超えるもの） 

（骨格材肉厚 ３mmを超え４mm以下のもの） 

（骨格材肉厚 ３mm以下のもの） 

木造 

木骨モルタル造 

電気設備 

冷暖房設備   

給排水設備 

 

５０ 年 

４１ 年 

３８ 年 

３０ 年 

２２ 年 

２４ 年 

２２ 年 

１５ 年 

１５ 年 

１５ 年 

上記の期間は、創設又は改築の場合の期間とし、既存の建物を増築又は改修し

た場合は既存建物の状況及び工事内容等を考慮して定めるものとする。 

２ 上記１に記載のないものについては、「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限

期間」（平成２０年厚生労働省告示第３８４号）に準ずる。 

 


